
平成３０年１１月１５日（木）

内閣官房行政改革推進本部事務局

説明資料

国立大学法人運営費交付金

・国立大学法人の運営に必要な経費（0153）



 昨年の秋レビューの指摘を踏まえ、文科省は、年俸制導入など人事給与マネジメント改革を推進しており、
今後、各大学の取組・効果を検証。実際に若手登用につながったかなどアウトカムで評価する必要。
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 厳しい国際競争の一方で、人口減少が確実に進む以上、潜在成長率を上げるには生産性を上げなくては
ならず、そのためには教育・研究の質の向上を図る必要。運営費交付金も、限られた予算の中で、メリハリ
付け・有効活用を図っていく必要。

２出典：国立社会保障・人口問題研究所資料をもとに行革事務局作成 出典：内閣府「月例経済報告」をもとに行革事務局作成

教育・研究の質の向上の重要性



評価に基づく配分（機能強化の方向性に応じた重点支援）

 国立大学法人運営費交付金は、各大学が教育研究活動を継続的・安定的に実施するための基盤的経
費。学生数・教員数の規模等による配分のほか、各大学の機能強化の方向性に応じた重点支援を実施。

 努力するインセンティブを生み出すため、重点支援評価を含め、評価に基づく配分割合の増加が必要。

出典：財務省財政制度等審議会資料 ３

（うち運営費交付金）

附属病院収入
10,962億円

運営費交付金
10,971億円

授業料等収入
3,304億円

雑収入等
648億円

基幹経費
9,078億円

機能強化経費
特殊要因経費

1,608億円

（大学の収入）

「重点支援評価」
に基づき配分
（285億円）

原則、前年同額
で各大学に配分

個別事情に応じて
配分（退職手当等）

寄附金
1,007億円

産学連携等研究収入等

3,196億円

補助金等収入
1,109億円

最高評価
の大学

最低評価
の大学

差

対運営費
交付金

＋０．０９％ ▲０．１１％ ０．２０％

対収入 ＋０．０５％ ▲０．０８％ ０．１３％



 重点支援評価における評価指標は各大学が自ら設定するが、単なるインプット指標や教育研究とは無関
係な指標も存在（評価も甘い）。客観的なアウトカム指標に基づく相対的な評価とメリハリある配分が必要。

出典：財務省財政制度等審議会資料 ４



学長裁量経費、学内予算配分
 学長裁量経費について、学長のリーダーシップに基づく改革の取組がきちんと行われているかどうか確認で

きるよう、透明性及び説明責任の確保が必要。

 国から大学への配分の見直しと併せて、大学内での予算配分についても「見える化」など見直しが必要。

出典：文部科学省提供資料及び財務省予算執行調査（Ｈ30.7）をもとに行革事務局作成 ５



主な論点
● 昨年の秋レビューでの指摘を踏まえた文部科学省の取組内容は十分なものとなっ
ているか（現在、各大学が進めている取組について、今後、文部科学省として、具体
的にどのような基準で客観的に評価・検証していこうと考えているのか。）。

● 努力する大学を更に応援するために、重点３分野に基づく評価については、対象
額を大幅に増額するとともに、教育研究の成果にかかる定量的・相対的な評価を厳
格な第三者において行い、これに基づき大胆に配分を見直す仕組みを導入すべき
ではないか。

● 学長裁量経費については、学長のリーダーシップに基づく改革の取組がきちんと
行われているかどうか確認できるよう、学長裁量経費の使途について透明性及び説
明責任を確保すべきではないか。

● 国から大学への運営費交付金の配分の見直しと併せて、学内の予算配分につい
ても見直しを図る必要はないか。

６
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